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申請時
（します） （１）適正な施肥 報告時

（しました）

□ ① 肥料を適正に保管 □

□ ② 肥料の使用状況等の記録・保存に努める □

□ ③ 作物特性やデータに基づく施肥設計を検討 □

□ ④ 有機物の適正な施用による土づくりを検討 □

Ｊ-クレジットを活用した水稲栽培における中干し期間の延長

・ 省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用のほか、水田の水管理の変更や適切な森林管理による
温室効果ガスの排出削減・吸収量を「クレジット」として国が認証し、取引を可能とする国内制度。
・ 農林漁業者等が行う温室効果ガスの削減・吸収の取組により生じるクレジットの売却を通じて収入を得ることが
できるため、農林水産分野での活用が期待される。

環境負荷低減の取組の推進

Ｊ-クレジットとは

中干し期間の延長による水田からのメタン発生の抑制

環境負荷低減のクロスコンプライアンス

各種支援にあたり、
環境負荷低減の

最低限の取組を要件化
（＝クロスコンプライアンス）

チェックシート
記入・提出

CO2
N2O

NO3
-

環境にやさしく
生産性も高い農業へ︕

新たな環境負荷を生じさせないよう配慮
廃棄物の発生抑制
循環利用・適正処分

生物多様性への
悪影響の防止

環境関係法令
の遵守

適正な施肥

N P K

適正な防除 エネルギーの節減 悪臭・害虫の発生防止

G A S

環境負荷低減のクロスコンプライアンスのねらい
チェックシートの項目は、みどりの食料システム法の基本方針
に示された、農林漁業に由来する環境負荷に総合的に配慮
するための基本的な７つの取組に基づいて設定。

最低限行うべき環境負荷低減の取組とは
農林水産省の全ての補助事業等において、最低限行うべき環境負荷低
減の取組の実践を要件化。これにより、環境にやさしく、生産性も高い農
業の確立を目指す。（令和６年度～試行実施、令和９年度～本格実施）

報告時に、実際に
取り組んだ(しました)
内容にチェックを
付けて提出。
（該当する項目は
全てチェック）

✍
事業申請時に、各項目
を読み、事業期間中に
取り組む（します）内容
を確認し、チェックを付けて
提出。
（該当する項目は
全てチェック）

✍
国や自治体等が、完了
検査等の際に報告内容
の聞き取り等により確認。
（受益農家の抽出や事
後確認実施の頻度等を
検討。）

チェックシートの記入・提出
環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートひな形（抜粋）

機械導入 施設整備 増産

環境負荷低減の取組の「見える化」
生産段階における環境負荷低減の取組を評価し、星の数で消費者に分かりやすく伝える「見える化」の取組を進めています。

生物多様性保全への配慮
生物多様性保全の取組の得点に
応じて評価し、温室効果ガスの削減
貢献と合わせて表示。

地域の標準的栽培方法
での排出量（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

１００％ ー = 削減貢献率（％）

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（バイオ炭等 ）

温室効果ガス削減への貢献
生産者の栽培情報を用いて、定量的に温室効果ガスの排出と
吸収を算定し、地域の慣行栽培と比較した削減貢献率を算定。

★ ︓削減貢献率５％以上
★★ ︓ 〃 10%以上
★★★︓ 〃 20%以上

化学農薬・化学肥料の不使用 ２点

化学農薬・化学肥料の低減
（５割以上10割未満）

1点

点1水湛期冬

中干し延期または中止 1点

点1等置設の江

点1護保の類魚

点1理管畔畦

★ ︓取組の得点１点
★★ ︓ 〃 ２点
★★★︓ 〃 ３点

＜取組一覧＞

※米に限る

対象品目︓23品目
米、トマト(露地・施設) 、キュウリ(露地・施設) 、ミニトマト(施設)、なす(露地・施設) 、 ほうれん草、
白ねぎ、玉ねぎ、白菜、ばれいしょ、かんしょ、キャベツ、レタス、にんじん、大根、アスパラガス、
リンゴ、温州みかん(露地・施設) 、ぶどう(露地・施設) 、日本なし、もも、いちご(施設)、 茶

※括弧書きがないものは全て露地のみ

（図の出典：
農研機構）

水田では、水を張った状態で活発に働くメタン生成菌が、土壌中の
有機物を原料に、温室効果ガスであるメタンを発生。
中干しの期間を従来より７日間以上延長すれば、メタン生成菌の
働きが抑えられ、メタン発生量を３割低減することが可能。

クレジットの価値・メリット

クレジット売却益 ネットワークの構築

組織内の意識改革温対法・省エネ法の報告

動画で紹介中︕

動画は
こちら
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